
《 補 足 説 明 書 》

徳島県県土整備部営繕課

委 託 業 務 名 徳島県立国府支援学校改築他基本・実施設計業務

別途発注委託業務 無し

・本業務は，重点調査制度の（対象業務・対象外業務）である。

１ 現地調査

希望者は，現地調査をすることができるが，現地に管理者のいる施設については，

管理者の了解を得て調査を行うこと。

２ 注意事項

契約の相手方が課税事業者の場合には，契約書記載の業務委託料の表記に併せて当

該取引に係る消費税額を表記するので，落札者は課税事業者であるか又は免税事業者

を，直ちに届出ること。

委託契約書に建築士法第２２条の３の３に定める記載事項を記載するので，落札決

定後，落札者は建築士法第２２条の３の３に定める記載事項を記載した書面（営繕課

指定様式）を 2部を直ちに提出すること。

３ 重要事項説明

落札者は，建築士法第 24 条の 7 に規定に基づき落札決定から契約までの間に重要
事項説明書(営繕課指定様式）を 2 部提出し，係員に内容説明を行った後，係員の確
認印を受け，1部を落札者にて保管すること。

４ 営繕積算システム（ＲＩＢＣ）の利用料

設計委託金額に営繕積算システム（ＲＩＢＣ）の内訳書数量入力システムＬＩＴＥ

の利用料を含んでいる。

５ 公共建築設計者情報システム（ＰＵＢＤＩＳ）の登録

設計金額が５００万円以上の委託業務は公共建築設計者情報システム（ＰＵＢＤＩ

Ｓ）の業務カルテ登録が必要である。

なお，業務カルテ登録料は設計委託金額に含まれている。

６ 設計意図の伝達業務について

設計意図伝達業務は，平成３１年国土交通省告示第９８号により設計に関する標準

業務の一部とされているが，本工事においては，工事着手時に本設計業務の受託者に

随意契約により委託することとしているため，本設計業務には含めていない。

また，設計意図伝達業務の予定価格については，この業務が本来は設計に関する標



準業務の一部とされており，本設計業務委託の競争性を反映させることが適当と考え

られることから，県の積算基準により算定した設計意図伝達業務の設計額に，本設計

業務の落札率（本業務の落札額／本業務の予定価格）を乗じた額を上限とするものと

する。

７ 重点調査

重点調査とは，設計金額5,000万円以上の委託業務（工事監理業務を除く。）にお

いて，落札価格が，設計金額（消費税及び地方消費税を含む。）に10分の6を乗じた

額（千円未満の端数は切り捨てるものとする。）を下回る業務に対し，成果品の品質

確保を目的に，重点的に行う確認及び聞き取り調査のことをいう。

重点調査対象となった業務（以下「重点調査業務」という。）について，受注者は，

その業務価格の積算根拠等について記載した「重点調査回答書（別記様式「業務計画

書」を含む。）」（様式第１号）を作成し，契約締結後７日以内に監督員に提出しなけ

ればならない。

受注者は，提出した書類について係員から説明を求められたときは，これに応じな

ければならない。

重点調査業務の受注者は，業務担当職員を定め，業務計画書に業務体制について直

接的に関わる担当者（作業員を含む。）まで記載するものとする。

重点調査業務の受注者は，業務を履行するにあたり，着手時打合せ，業務完了時の

成果品の受け渡し並びに業務履行中の全ての協議及び立会時には，総括監督員が出席

(臨場)し，説明又は協議をしなければならない。

８ 参考資料の貸与

参加を希望する者に，以下の資料を貸与する。

（１）資料名

国府支援学校基本計画（ＣＤ－Ｒ）

（２）貸与受付日時

公告日から入札書提出期限の前日まで（徳島県の休日を除く。）の午前９時か

ら午後５時まで。

（３）貸与場所

徳島県県土整備部営繕課建築担当（電話 088-621-2608）
貸与日時については，電話にて協議を行うこと。

（４）機密の保持

貸与を受けた者は，知り得た内容について，第三者に情報を漏らしてはならな

い。


